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このたび、厚生労働省の「生涯現役社会の実現に向けた就労のあり方に関する検討会」で

は、人生 100 年時代を見据え、意欲と能力を持つ高齢者を社会資源とみなして活用するこ

とで、個々の地域の課題を解決し、地域社会の「支え手」となるとともに、高齢者が生きが

いをもって社会に参加する方策をまとめました。特に、地域で高齢者への支援を行っている

関係者及び機関に関係する提言は、以下のとおりとなります。 

 

１．地域の様々な機関をつなぐプラットフォームとコーディネーターの設置 

  地域では様々な機関が高齢者の社会参加の促進に取り組んでいるが、連携は不十分。こ

のため、地域の課題やニーズ、就労・社会参加に意欲を持つ高齢者に関する情報をワンス

トップで収集し、高齢者に効果的に情報提供する場としての「プラットフォーム」を整備

し、そうした地域の課題解決を図る高齢者をマッチングさせる「コーディネーター」を設

置する事業をモデル的に実施することが必要。 

  コーディネーターは、地域の課題を把握し、地域の関係者及び機関等とネットワーク作

りができる者が望ましいが、すべての役割を一人で果たすことは現実として難しいことか

ら、必要に応じて、他の機関等のサポートが必要。このような役割は、シルバー人材セン

ターや NPO 等の組織が担うことが考えられる。 

 

２．専門的な知識・技術・経験を地場の企業で生かす仕組み 

  地域の経済団体・地域密着型金融機関等の協力を得ながら、地域の中小企業で特に不足

が指摘される、販売促進、生産管理、国際取引等の分野に関して、専門的な知識・技術を

持つ高齢者のニーズがある企業を掘り起こし、効果的なマッチングを図ることが重要。一

方、人事管理手法の情報不足により高齢者の戦力化に悩む企業に対して、高齢者を活用す

る職場作りの好事例の収集を行い、その知見を活用することが期待される。 

 

３．シルバー人材センター、社会福祉協議会、地域包括支援センターの活性化 

  シルバー人材センターには、高齢者の多様なニーズに対応した就業機会の提供が求めら

れており、運営体制の改善や運営者の意識改革を図り、地方自治体等とも協働しながら、

ニーズのマッチングの改善を行うことが必要。社会福祉協議会では、これまでの住民とボ

ランティア活動の結びつけにとどまらず、ボランティア団体等の立ち上げ支援、企業と連

携したボランティア活動への気運の醸成等、ボランティア活動に参加しやすい環境整備を

することが重要。地域包括支援センターは、関係機関等と連携し、高齢者が利用・参加で

きる生活支援のメニューを幅広く提供することが求められており、体制強化も含めた機能

強化を行うことが必要。 


